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銀行持株会社と二重代表訴訟
一日本興業銀行事件を契機として一

小川宏幸

一　はじめに

　平成13年！2月5日，大和・近畿大阪・奈良の三銀行を子会社とする持ち株会

社大和銀ホールディンクスの設立が，金融庁により認可されたu］。続く11日に

は，大和銀行ニューヨーク支店の巨額損失事件を巡る株主代表訴訟捌が，和解

により終結した帽㌧ところで，株主代表訴訟の係属中に株式移転により持株金

杜が成立した場合，被告取締役の属する会社（子会社）の株主たる地位を失っ

た者は，果たして原告適格を喪失するのであろうか。この点が争われた事案と

しては，日本興業銀行株主代表訴訟事件蜆コがある。同事件については，r株式交

換・株式移転制度が制定されたことにより新たに発生したものであり，前例の

ないところであるから，本判決は重要な先例」との評価が値しよう帽王。かかる

重要性に鑑み，本稿は，日本興業銀行事件を採り上げて二重代表訴訟に関する

問題点を検討することを目的とする旧］。

　本稿の構成は以下のようである。まず，二において，日本興業銀行事件にお

ける事実関係と判旨を確認する。結論としては原告適格を喪失するとの判断が

下されたが，これに関しては反対に解する見解も有力である掘コ。もっとも，同

事件における事実関係のもとでは請求棄却半11決を下す余地もあったと思われ

る‘別。そこで，争いのある原告適格の有無に関しての判断を避けつつ事案の解

決を図るために，訴訟要件（原告適格の有無）が存否不明の場合でも直ちに請

求棄却判決を下すことが可能かどうかという問題点について，三で論じる。次

に，株式移転の意義・性質を，四において明らかにしたうえで，株主代表訴訟

の係属中に株式移転が行われた場合でも原告適格が維持されるとすることは，

現行法の解釈として可能なのかどうか，五で論じる。最後に六においては，米

国法における二重代表訴訟（doub1．d。。iv。せv。。uit）一割を我が国会社法上認める
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ことが，解釈論的に可能かどうかにつき検討を加える。

二　日本興業銀行事件における事実の概要と判旨

（1）日本興業銀行（以下，興銀）の株主であるXらは，いわゆる「奉加張方

　式m〕」による日本債券信用銀行（以下，日債銀）の救済再建策で第三者割当

　新株発行による普通額面株式を取得したが，のちに日債銀が特別公的管理下

　に置かれたことにより，古株式が無価値になったことによる損害約百七十億

　円その他の点にっき，取締役の善管注意義務に違反するものであったと主張

　し，興銀の取締役であるYらを被告として平成11年4月19日に株主代表訴

　談を提起した。

　　その後，平成12年9月29日に，．興銀，富士銀行，第一勧業銀行の持株会

　社として，みずほホールディンクス（以下，みずほ）が共同の株式移転の方

　式により設立されたu一。それにともなって，Xらは，みずほの株主になり，

　興銀の株主たる地位を失った。Xらの訴えに対し，Yらは，共同の株式移転

　によりみずほが設立された平成12年9月29日をもって原告らは興銀の株

　主たる資格を喪失し，本件訴訟の原告適格を喪失していること，日債銀に対

　する出資に関しても，興銀の取締役らとしては，当時入手し得る資料と情報

　の収集に努め，興銀として採り得る他の選択肢との利害得失等を総合的に判

　断じた上で増資引き受けを決定しており，合理的な判断であったことなどを

　主張した。

（2）これに対して，裁判所は以下のように判示して，訴えを却下した。

　　「商法267条王項が株主代表訴訟を提起し得る者としてr六月前ヨリ引続

　キ株式ヲ有スル株主』と規定しているのは，株式代表訴訟の原告適格を定め

　たものであり，右『株主』とは，文理上は被告である取締役が属する会社の

　株主であると解されるところ，この点にっき株式移転によって原告が株主た

　る資格を喪失した場合に株主代表訴訟の当事者適格が維持される旨定めた特

　別の規定はなく，また，法律の文理に反して原告の当事者適格の捧持を認め

　ると解釈すべき特段の理由もない。したがって，原告らは，もはや『六月前

　ヨリ引続キ（興銀の）株式ヲ育スル株主』ではなく，本件株主代表訴訟の原

　告適格を喪失したと解される。」
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三　訴訟要件（原告適格）の判断と請求棄却の本案判決

　本件では，（原告適格の喪失に関しては肯否いずれとも決し難いが）経営判

断原則を適用することにより。囲，（訴えの却下という訴訟判決ではなく）請求棄

却という本案判決をしてしまう余地もあったように思われる蝸。セメダイン・セ

メダイン通商事件舳において，裁判所は，会社買収のような最も困難な種類の

経営判断が要請される場合には，①その判断の前提になった事実の認識に重要

かっ不注意な誤りがないこと，②意思決定の過程・内容が企業経営者として特

に不合理・不適切なものといえない限り，取締役の善管注意義務・忠実義務に違

反．しないとの規範を定立した。これについて本件事実関係を検討すると蝸，古

事件判旨における①②の要件を充足して．いた可能性は十分にあったといえよう。

　そこで，そもそも訴訟要件（原告適格）の充足の有無についての判断を下さ

ないままに，請求棄却判決をすることが可能なのかが問題となる蛆。この点，

通説は，訴訟要件の存否についての判断を省略して請求棄却の本案判決をする

ことは許されないとする師。もっとも，「本案ノ理由ナキコトカ先ツ判明シタル

以上権利保護ノ必要ノ有無如何二関セス原告敗訴ノ本案判決ヲ為スヘキコト即

是ナリ」とする大審院の判例が存在する。割。これを前提にすれば，可能という

ことになろうか。しかしながら，右半1」例は，自称債権者間で債権の帰属の確姦

が争われていたところ，債務者の原告に対する弁済によって債権が消滅してい

たことが判明した事案に関するものである。したがって，本件とは明らかに事

案が異なる以上，右判例の射程外と解すべきである’冊。

　思うに，「当事者適格という訴訟要件（は），・…・・無益な訴訟を排除するとい

う機能的意味をもっている」から，「もし請求理由なしとの結論がすでに出て

いるならば，請求棄却の判決をすべき」である。ただし，「いわゆる第三者の

訴訟担当の場合・・・…には，当事者適格の存在は，判決の効力が第三者に及ぶ前

提要件をな」すから，請求棄却の判決をすべきでないと解するのが妥当であ

る囲。そして，株主代表訴訟は半1」決の効力が会社に対しても及ぶ法定訴訟担当

である㌔一とすれば，原告適格の有無をまず審査したうえで，その存在が認め

られ・ない以上訴え却下の判決を下．した本件判旨は，正当であったと言える。
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四　株式移転の意義

　さて，平成9年の独占禁止法の改正により，持株会社の設立が原則として許

されることになった（同法9条1項）吻。こうした流れを受けて，平成11年の

商法改正は，完全親子会社関係を創設するための株式交換および株式移転の規

定を設けた囲。ここに株式移転（商法364条1項）とは，既存の会社が，自ら

は完全子会社となって完全親会社を設立する制度である㎜。株式移転によって，

完全子会社となる会社の株主の株式は，株式移転によって設立される完全親会

社に移転し，完全子会社となる会社の株主は，完全親会社が株式移転に際して

発行する株式の割り当てを受けることによって，完全親会社の株主となる（同

法同条2項）。すなわち，「株式移転によって完全子会社となる会社の株主が有

していたすべての株式は，完全親会社となる会社の発行する新株式と『強制的

に』交換される」ことになるのである固。　なお，株式移転制度が導入されたこ

とにより，銀行持株会社創設特例法の規定を利用して銀行持株会社を創設する

メリットは，乏しくなったといえよう囲。

五　株式移転と原告適格の帰趨

（1）株式移転の持つそうした「強制の契機」を捉えて，子会社取締役に対する

　株主代表訴訟の原告適格は維持されるべきとする見解があ孔例えば，江頭

　教授は，「原告は，株式を売却した場合等と異なり，任意に（完全子会社と

　なる会社）の株主資格を放棄したわけではない」のだから，原告適格は喪失

　されないと主張して日本興業銀行事件判旨を批判する帥。

　　思うに，株主代表訴訟の提起後，口頭弁論終結前に原告株主が株式全部を

　譲渡して株主の地位を喪失した場合には，原告は当事者適格を喪失するので，

　訴えは不適法として却下される閉。なぜなら，商法267条の「株主」とは，

　訴訟中を通じて株式を保持している者と解されるからである醐。そして，同

　法同条が「任意の」譲渡と「強制による」譲渡とを区別していない以上，解

　釈論としては，やはり原告適格の維持を認めるのは無理なのではないかと思

　われる。実際に，株式交換・株式移転の立法作業において中心的な役割を担

　われた原田晃治・法務大臣官房参事官は，「株主でなくなった者が，どういう
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理由であれ，株主代表訴訟の原告適格を有し続けるというのは，解釈として

はちょっと難しいかな」と述べておられる㎜。また，新谷教授も正に本件の

ような事案において，「当事者適格を欠くものとして訴えを却下するのは公

正ではない」ことを認めつつも，「早急な立法的措置」の必要性を訴えてい

る側。解釈論には限界があると言うべきであが。このように「法律の文理」

を重視して原告適格の存続を認めなかったという判旨鯛は，親会社株主の権

利の拡充に関しては意見が分かれており，「大方の同意を得られるものとし

て，子会社の業務内容等の開示を中心に……規定を設け」たに過ぎないとい

う，立法の経緯にも合致しているといえる側。

／2）しかし，「純粋持株会社の株主の利益の源泉である子会社の事業活動に

対する株主の地位の脆弱化ないし権利の実質的な縮減により生ずる弊害に対・

処する」必要性自体は否定できない鮒。この点，そもそも，二重代表訴訟を

我が国に導入すべき必要性自体について疑問を呈する立場もある。法制審議

会商法部会は平成10年7月8日に「親子会社法制等に関する問題点」を公

表し，関係各界に対し意見照会を行った鯛。そして，「……親会社の株主は，

子会社に関する会社法上の訴えのうち一定のものにっいて提起することがで

きることとすべきであるとの意見があるが，どうか。」との意見照会に対し

ては，経済界・金融界の圧倒的多数が反対意見を述べた。すなわち，r親会

社の株主に子会社に関する会社法上の訴えを提起することを認める必要はな

い」理由として，「親会社の株主は子会社の管理を親会社の取締役に委任し

ており，親会社の取締役が子会社の役員の責任追及を不当に怠る場合は，親

会社の取締役一の善管注意義務違反としてその責任を追及することができる冊」

点を挙げるのである。

　しかし，そのような場合に，果たして「（親会社）に現実の損害が生じて

いるといえるのか，損害があるとしても（親会社）の取締役の義務違反と因

果関係があると立証できるか疑問であ」るとの反論がある醐。この反論は正

鵠を射ている。親会社の取締役に対する善管注意義務違反を追求する途があ

るとは言っても，その実効性はほとんど期待できないのであ乱二重代表訴

訟は，正に「子会社の取締役が……善管注意義務違反・…・・を惹起したとき，

親会杜の株主が責任を追及できるかという問題」に対する「ひとつの解決策

として評価」できると言える田＝。そこで，米国法におけるこのような二重代
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表訴訟が，我が国会社法上も，明文規定はないが解釈論として許容されるの

か検討する。

六　米国における二重代表訴訟の意義と我が国会社法の解釈

（1）米国において，親会社株主の多重代表訴訟提起権が確立したのは，50年

　ないし60年前であると言われる㈹。二重代表訴訟の根拠としては，法人格否

　詔の法理が用いられたり，工一シェンシー法理（・g・nとy　p正in・ip1・s）が援用さ

　れる他；信任関係（丘du。帥）における受益者が提起する訴訟と構成される

　こともある側1コ。二重代表訴訟においては，原告は親会社の名で，子会社に生

　じた直接的損害一その結果として生じた親会社の間接的損害一の救済を求め

　て提訴することになる。

ω　このような米国法における二重代表訴訟を，その明文規定を欠く我が国の

　現行法解釈として，認めることができるのか。それが可能であれば，立法的

　措置は不要とも思われるので問題となる。この点，「親会社の株主は子会社

　に対して所有的利益を有するので，子会社の訴権を代位行使できると解釈す

　ることは不可能ではない」とする見解がある㈹。しかし，「所有的利益」の存

　在だけで「訴権を代位行使」することが，果たして正当化されるのか。思う

　に，「我が国では，代表訴訟における被告適格が限られていること及び株主

　権又は株主代表訴訟権が債権者代位権の被保全債権とならないこと」から，

　現行法解釈としては，二重代表訴訟は認められないと解すべきであろう鮒。

　また，子会社取締役は親会社株主にとっての複受任者たる地位に立っている

　と構成することによって，二重代表訴訟を肯定する見解もある幽。この見解

　は「受任者（親会社取締役）が，『委任の本旨たる事務』．を自身の代わりと

　して第三者（子会社取締役）に委任」できることを根拠としている岨。しか

　し，親会社取締役が『受任者として為すべき事務』と子会社取締役が『複受

　任者として為すべき事務』との間は，質的・量的に大きな相違があるのが大

　祇の場合であろう㈹。すなわち，「受任者が，委任の本旨たる事務を自身の代

　わりとして第三者に委任」で・きるとは一概に言えないのである。したがって，

　「複委任の法理」を，二重代表訴訟を肯定することの一般的な根拠とするの

　も，無理があるω。

（3）このように，解釈によって二重代表訴訟を認めるのは困難であるから，立
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法措置の必要があると解される岨。ところが，「商法等の一部を改正する法律

案要綱㈹」（平成14年2月13日法制審議会総会決定）は，この点に関する立

法措置を欠いている。そうすると，原告適格の維持・二重代表訴訟の導入の

双方ともに解釈論上許されないのだから（それぞれ，五（1）・六（2）を参照），

現行法上の不備（五（2）を参照）はそのまま放置されることになってしまう。・

　確かに，銀行経営において持株金杜を設立するこ．とには，十分な合理性が

ある固。しかしながら，上にみてきたように，r（銀行持株会社の）子銀行の

取締役は一般株主に株主代表訴訟を起こされるリスクがほぼなくなる帥」と

いう事態を生じさせている。これでは，子銀行の取締役に対する責任追及の

途が塞がれてしまい，銀行経営の健全性確保が阻害されかねない馳。こうし

た事態に早急に対処すべく，二重代表訴訟に関する法整備を積極的に進める

必要性を訴えたい蝸。

O〕朝日新聞平成13年12月6日朝刊13面。銀行持株会社の設立には監督当局の認可を要し（銀行

　湊52条の2），同法52条の3・施行規則34条の2節3項は，右記司に際しての審査基準を規定し

　ている。かかる認可の趣旨は．r当該持株会社の子銀行に対する経営管理能力や銀行を子会社とす

　る持株会社となった後のグループ全体の財務状況等を事前審奪し，銀行を子会社とする持株会社と

　なること等について適格性を判断する」機会を確保する点にある。川鳴真「持株会社関連二法につ

　いて」金融法務事情1504号29頁。

12〕大阪地裁判決平成12年9月20日。請求一部認容。事実と判旨については，商事法務ユ573号4

　頁以下参照。判例評釈として，川村正幸r大和銀行ニニーヨーク支店損失事件株主代表訴訟第一審

　半11決」金融・商事判例1107号56頁。

（3）日本経済新聞平成13年12月12日朝子1』39面。商事法務1618号44頁。

14〕平成13年3月29日東京地裁民事第8部判決，平成11年（ワ）第8589号損害賠償請求事件（株

　主代表訴訟），訴え却下【確定】金融・商事判例1120号53貢。なお，株主代表訴訟係属中に会社が

　破産した場合は，破産管財人が原告の地位を受継することを認める（民事訴訟法125条1項・破産

　法86条準用）決定が近時あった。平成12年1月27日東京地裁民事第8部決定，平成10年（ワ）

　第4371号損害賠償請求事件。金融商事判例1120号58頁。

15〕島田邦雄・谷健太郎・本村健・吉原朋成「新商事判例便覧No．505」商事法務1598号38頁。日本興

　業銀行事件判決が，大和銀行事件に与えた影響については，後掲脚注（13）参照。

16〕なお、持株金杜と株主代表訴訟に関しては，r合併の場合をどうするのかということも合わせて

・議論する必要がある」とする立場もある（神田秀樹・久保利英明・宮廻美明r企業統治に関する商

　法改正法の実務への影響」商事法務1617号8頁，33頁〔神田発言〕）。この発言は，合併の場合に

　も本件と同様の問題が生じ得ることを指摘する見解と理解できる。私見は，二重代表訴訟が株式交

　換による原告適格喪失の問題に対処する有効な制度と解しており（本文五，六参照），合併の場合

　にもこの有効性を否定するものではない。なお，株主代表訴訟制度，引いてはコーポレートガバナ

　シス全般に関する考察については，別稿を予定している。
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蛯⑭

　烏山恭一「株式移転と株主代表訴訟の原告適格」法学セミナー561号／14頁は，r原告適格は例

外的に維持される」べきであったと主張する。

　詳しくは，本文三以下参照。

　二重代表訴訟とは，「親会杜の株主が子会社のために訴権を行使する（㎝forc。乱。目u。。of乱。don）

訴え」をいう（W　FLETCHE瓦CYCLOPEDIA　OF　CORPO趾TIONS§5977〔1984））。ただし，米

国法のすべての法域において二重代表訴訟が認められているわけではない（σ肋榊桝肌”伽J肌，

665F．Supp．297（S．D二NY1987〕，ガ3841F．2d1117（2d　Ci。っ，ガ’m花あk841F．2d25（1988〕は消

極。肋m批Tm物ユ55I止App．3d605，508N．E，2d347（1987），44ユ25I皿2d348，532N且2d230

（1988〕，G卸m伽れN励伽∫C肌、173C阯．App．3d413，219C吐Rp正t．74（C丑1抽p．1Di．t．1985）は積極）。二

重代表訴訟に関する邦語文献としては，例えば，春日博rアメリカにおける重層代表訴訟の展開」

酒巻俊雄ほか編『現代英米会社法の諸相・長濱洋一教授還暦書己念』I91頁（成文堂　平成8年）参

照。

　r奉加帳方式」とは，「特定の銀行の経営破綻を処理するに当たって，他の銀行や金融機関が処理

の費用を負担することを求められるケース」を指すが，これに従うことは必ずしも経済合理性を欠

くものではない．（堀内昭義『金融システムの未来一不良債権問題とビッグバシー』80－82頁（岩

波新書　平成10年））。

　銀行持株会社を設立するメリットとしては，r銀行に対する兄弟会社からのリスク波及を……遮

断（しつつ），持株金杜グループ全体としてみれば，銀行の健全性確保と他の金融分野におけるサー

ビス提供とを両立させる可能性が高まる」点が挙げられ乱木下信行〔編〕『〔解説〕改正銀行法』

五十四頁（平成10年　日本経済新聞社）。また，メガバンクの成立は，銀行経営に対して，「規模

の利益（スケール・メリット）ないし規模の経済（エコノミー・オブ・スケール）をもたらすこと」

も見逃せない。向壽一rメガバンク誕生　金融再編と日本の行方』96－98頁（平成12年　日本放

送出版協会）。もっとも，r持ち株会社方式が本当に経営の効率化につながるか疑問がある」との指

摘もある（朝日新聞平成14年1月15日朝刊9面〔岩原教授発言〕）。

　経営判断原則については，野村護券株主代表訴訟東京地裁半1」決平成10年5月14日（判例タイム

ズ976号277頁）における半1」旨もあ乱これに賛成する見解もあるが（長谷川俊明「判批」金融財

政事情1993年10月4日号36頁，38頁），筆者は反対す乱なぜなら，「（右）判旨の表現によれ

ば，裁半11所は，経営判断のr前提となった事実の認識』やr意思決定の過程』のみを審査し，経営

学1」断の内容については一切審査しないかのようにも読め・…・・，あまりに緩やかすぎる」からである

（小林秀之・近藤光男編『株主代表訴訟大系』〔吉原和志〕76頁（平成8年　弘文堂）。

　大和銀行事件の原告株主は，rやむなく和解に応じた一番の理由は，原告適格の問題。持ち株会

社にならなければ徹底的に闘った」と語る（前掲脚注ωxこのように，日本興業銀行事件におい

て下された「原告適格を喪失する」との判断が，大和銀行事件における和解を促したことは明らか

であ乱そうすると，仮に日本興業事件において原告適格の点に関する判断が明示されなかったと

したら，大和銀行事件の結末も違ったものとなっていた可能性があったと言えよう。

　東京地裁半1」決平成8年2月8臥請求棄却。資料版／商事法務144号111頁。

　本文r二　事実の概要と半1」旨ω」参照。

　この点を論ずる実益については，前掲脚注03〕参照。

　上田徹一郎『民事訴訟法〔第二版〕』202頁（平成9年　法学書院）。

　大判昭和10年12月17日民集14巻23号2053頁。

　なお，r全面的に右のわが大判・・・…に賛成」する学説・（鈴木正裕r訴訟要件と本案要件との審理

11噴序」民商法雑誌57巻4号505頁，511頁）も，r当事者適格」に関しては「あらかじめ審理すべ

き事項に数え」ている（同522頁）。

　竹下守夫r訴訟要件をめぐる二，三の問題」司法研修所論集65号1頁，23頁。
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四カ小川宏幸r判例評釈：野村…登券損失補填株主代表訴訟上告審判決」一橋論叢126巻1号121頁，

　126頁，130頁脚注08〕参照。

鋤　平成9年法律第87号。

㈱　平成1！年法律第ユ25号。

喧蜀前田庸r会社法入門』〔第七版〕635頁（平成12年　有斐閣）。株式移転をするには，株主総会

　の特別決議による承認が必要である（商法365条1項・3項・353条5項・343条）。なお，株主の

　利益保護のために，「特別決議よりも厳格な決議要件を求めるのが合理的」であると主張するのは，

　森本滋「銀行持株会社について」金融法務事情1521号12頁，20頁。

田3　落合誠一r平成11年商法改正」法学教室2000年1月号35頁，41頁。r』は筆者。

○目前田雅弘r金融機関の組織再編の方法一株式移転および会社分割制度の利用一」ジニリスト増刊

　2000－1ユ（平成11年有斐閣）88頁，90頁。

㎝　江頭憲治郎『株式会社・有限会社法』592頁（平成13年　有斐閣）。r」は筆者。なお，前田・

　前掲脚注鋤・635頁は，株式移転制度において発起人の存在が予定されていないのは，r株式移転

　制度が新設合併に類似する『組織法的行為』としてとらえられているからであ」ると説明する

　（『』は筆者）。確かに，株式移転により子会杜の株主たる地位を喪失することは，任意の株式譲

　渡というr取引法的行為」により喪失することとは異なる。しかし，そうした両者の行為性質の違

　いが，原告適格の維持の有無に関して異なる取り扱いをすべきという結論を論理必然的に導くとは

　限らない。

㈱　門口正人編r新・裁半1j実務大系　第11巻　会社訴訟・商事仮処分・商事非訟』〔市原義孝〕86頁

　（平成13年　青林書院）。（）は筆者。米国法においても継続的株式所有の要件が課され，株主た

　る地位を失うと原告適格が喪失される点につき・Li肋M　M㎜㎞，丁加Cm励m伽σm〃吻地仰加榊ダ

　メB〃地M壇勅命m∫∫加励口〃〃D肋囲肋喧ん肋〃43WASH．＆LEE　L　REV　1013．1019－20（1986）参照。

個9上柳克郎ほか編『新版注釈会社法（6）』〔北沢正啓〕367頁（平成8年　有斐閣）。

制〕江頭憲治郎・武井一浩・川西隆行・原田晃治r／特別座談会〕株式交換・株式移転一制度の活用につ

　いて」ジュリスト1168号100頁，115頁。

制〕新谷勝「株主代表訴訟　改正への課題』259頁（平成13年　中央経済社）。

⑫　他に立法論を示唆する見解として，森本滋r純粋持株会社と会社法」法曹時報47巻12号20頁

　がある。

一㈱　もっとも，判旨のr当事者適格の維持を認めると解釈すべき特段の理由」が一体何を意味するの

　かは不明であ孔あるいは，株式移転が代表訴訟回避の手段として利用されかねない点を問題視し

　て（r株主代表訴訟はどこへ」商事法務1592号54頁），r特段の理由」がある場合には，例外的に

　原告適格の維持を認めようとする趣旨か。少数株主の原告適格を失わせる目的でなされた株主総会

　決議は，株式移転の無効原因（商法372条）となるかが問題となり得よう。なお，米国法（デラウ

　エア州法）においては，代表訴訟回避の目的で合併がなされた場合にも救済措置が存在することに

　ついて，M趾k　M．G岨h邊m，De1牙w肛e　Po畠t－Me士g仁f　D｛㎡m伽∫〃肋〃油惚m4D肋届〃＆m加m肋打1

　Pf0fo昌呂j㎝阯M邊mgEm㎝t　Aヨ彗。d目tes，Inc．v．co呂彗，2000J．co・p．L．631，658を参照。

1鋤　前田庸r商法等の一部を改正する法律案要綱（案）の解説〔下〕」商事法務15！9号4頁，5頁。

鰯　畠田公明r純粋持株会社と株主代表訴訟」ジュリストu40号16頁16頁。

㈱　この「問題点」に関する解説として，原田晃治他r『親子会社法制等に関する問題点」の解説」

　商事法務！497号4貢以下参照。

師　原田晃治他「『親子会社法制等に関する問題点』に対する各界意見の分析」商事法務／506号4頁，

　16頁。このような子会社取締役に対する責任追及に資するべく，子会社の業務内容にっき親会社

　株主へ開示する規定（株主総会議事録について商法244条6項・263条6項，取締役会議事録につ

　いて同法260条の4第6項，定款・株主名簿等について同法263条6項，言十算書類等について同法
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　282条3項，会言十帳簿等について同法293条の8第1項・同法293条の6第1項）や，親会社監査

　役・株主等に直接子会社に対する一定の権限を与える規定（子会社調査権について同法274条の3，

　監査報告書の記載事項について同法28ユー条の3第2項1！号，検査役選任講求権について同法294

　条1項・2項）が設けられている。

㈱　近藤光男r代表訴訟」民商法雑誌108巻4・5号53工頁，543－544頁。

制　柴田和史r子会社管理における親会社の責任〔下〕」商事法務1465号68頁，71頁。畠田・前掲

　脚注鯛・19頁も，r持株会社株主が持株金杜取締役の責任を追及する代表訴訟を提起すること」を

　r迂回的方法」とし，「アメリカにおいて多重代表訴訟を認める根拠の一つが……損害の算定の困難

　性にあることを想起すべき」と主張する。

ω　Phi㎜p　L直1umbo喝The　L帥。f　Co印。mt巳Gtoup舌1P正。cedu正副Prob1om舌inホ。　L邊w　of　P趾E0t副皿d

　S口b畠id乱叩C0fp0f刮do掘岳，1aOZ県350（ユ983＆S口pP．ユ997））

ω　肋m肌丁醐榊508N．E．2d宮47，350（1987）。なお，この信任関係という米国法上の概念は・二重

　代表訴訟に限らず，我が国金融立法の全般に関して有益な示唆を与え得ると筆者は考えている（林

　康史・小川宏幸r信任義務一米国における資産運用者の責任を中心として一」証券アナljズトジャー

　ナル2000年8月号73頁以下参照）。

⑳　周剣龍「株式移転による株主地位の喪失と原告適格維持の可否一日本興業銀行株主代表訴訟一」

　金融・商事判例1127号61頁，66頁。

働劃狛文夫rゼミナール　株主代表訴訟　問題と対応』200頁脚注O劃（平成6年　東洋経済新報社）。

　r米国では，会社に債務を負担するものであれば，……誰でも被告とすることができる」（同ユ34頁）

　が，我が国では取締役の他には，発起人（商法196条），監査役（同法280条），清算人（同法430

　条），取締役と通謀して著しく不公正な価額で新株を引き受けた者（同法280条の11），利益供与

　を受けた株主（同法294条の2）に限定されている。

ω　山田泰弘「親子会社・株式交換と多重的代表訴訟（一）（二・完）」法政論集178号273頁，297

　頁。

㈹同287頁。（）・『』は筆者。
㈹　親会社取締役はrグループ企業全体における効率的な経営資源の配分」につき委任され，子会社

　取締役はr各個別企業の経営」にっき委任されている。

㈹　江頭教授も，「（原告適格は喪失されるとしたうえで，二重代表訴訟を認めるという見解）をrド

　ラスティ；ック」であると評価している（前掲脚注但⑪・115頁）。

鰯　岩村正彦ほか編r現代の法7　企業と法』所収，川濱昇「企業結合と法」96頁，111頁（平成10

　年　岩波書店）も同旨。

㈹　htΨ〃w田w．moj召。．jp／SH1NG1／020213－1－1．html．

制〕前掲脚注ω参照。また，持株会社の活用が，合併代替・業務提携強化による銀行経営の基盤強化

　を通じて，銀行経営の効率化に資することを指摘するのは，金融制度調査会答申（平成9年6月）

　r我が国金融システムの改革について一活力ある国民経済への貢献」である。

61〕上村教授発言。日本経済新聞平成14年6月27日朝刊7面。

働　前掲脚注唱刀でみたように．子会社取締役に対する監督を実効あらしめるため，商法は様々な規定

　を置いている。しかし．銀行法23条は，商法293条の6及び同法293条の8の適用を排除してお

　り，この限度で，そうした監督の実効性も損なわれている一と言えよう。

㈱　我が国株主代表訴訟制度の母国法たる米国法においては，二重代表訴訟の有効性が広く認識され

　ていると言ってよい。例えば，D且㎡dW．Loca昌。io，Com血ent：丁旋D肋秋物ゲ伽D倣mD励固伽∫か

　83NW．U．L肥V．729，758（1989〕は、通常の代表訴訟（彗ing1・d砒iv邊dv・彗dt冨）の有する違法抑止

　効果（det・r舵nt　e脆。t）と損害回復効果（co岬em虹岬珊ect）が・二重代表訴訟にも同様に存在す

　ることを強調して，裁判所は二重代表訴訟を認めるべきと主張する。さらに，Ch．i害toph。。M．
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H且σey，αψo胴売L〃一M惚舳m㎡Dm励D栃m肋｛ノ。ガm∫j　T伽N一〃F閉居地r加D畠励励〃∫肋”惚38VILL・

L㎜三V－1192．1217（1993）も，二重代表訴訟を否定する正当な理由は存在しないと主張する。


